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１．位置図

栃木県

：再評価

①事業採択後、3年以上経過した時点で未着工の事業

②事業採択後、5年以上を経過した時点で継続中の事業

③準備・計画段階で、3年間が経過している事業

茨城県

栃木県

群馬県

③準備 計画段階で、3年間が経過している事業

④再評価実施後、3年間が経過している事業

⑤社会情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

：事後評価

埼玉県

一般国道４６４号
北千葉道路②

山梨県

長野県

埼玉県

東京都

神奈川県

千葉県
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（１）目的

２．事業の目的と計画の概要
（ ）目的

○道路ネットワークの強化・アクセス向上
○緊急輸送道路ネットワークの強化
○安全性の向上

全体図

成田市

柏市

白井市

松戸市

我孫子市

（２）計画の概要

事 業 区 間：自)千葉県印西市若萩

至)千葉県成田市押畑

ちばけん いんざいし わかはぎ

ちばけん なりたし おしはた

成田空港

印西市

八千代市
酒々井町

鎌ヶ谷市

佐倉市船橋市

至)千葉県成田市押畑

計 画 延 長：Ｌ＝約９.８ｋｍ
（国施行：５.６km，千葉県施行：４.２km）

総 幅 員 ：①21m(12.25m＋8.75m),②21.75m
構 造 規 格：第３種第１級

位置図 な
り
た
し

お
し
は
た

い
ん
ざ
い
し
わ
か
は

千葉県
再評価対象区間

千葉県施行区間
延長4.2km

構 造 規 格：第３種第１級
設 計 速 度：８０ｋｍ／ｈ
車 線 数 ：４車線
事 業 化 ：平成１７年
全体事業費 ：約８１８億円

な
り
た
し

き
た
す

は
ぎ

34,400台/日25,900台/日

全体事業費 ：約８１８億円
（国：３９８億円、県：４２０億円）

計画交通量 ：25,900～34,400台／日

標準横断図（代表断面）

す
か

○○台/日：H42計画交通量

い

な
り
た
し

計画縦断図 千葉県
再評価対象区間

千葉県施行区間
①①上下線分離上下線分離

構造区間構造区間
②②上下線一体上下線一体

構造区間構造区間

標準横断図（代表断面）
ん
ざ
い
し
わ
か
は
ぎ

お
し
は
た①上下線分離構造区間 延長6.0km ②上下線一体構造区間 延長3.8km

千葉県施行区間
延長4.2km
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（３）国道464号（北千葉道路と並行する区間）の交通特性

２．事業の目的と計画の概要

・ 北千葉道路と平行する国道464号の交通特性は、周辺地域内に起終点のある内々交通が１６％。
・ 周辺地域内に起終点のどちらかがある内外交通が７０％、周辺地域を通過する外々交通が１４％と

なっている。

（ ）国道 号（北千葉道路 並行する区間） 交通特性

なっている。

表 国道464号の交通特性
内
々国道464号のOD内訳

H17交通量
（ 台 ）

比率
国道464号 北千葉道路

延長 9 8k

■ 国道464号の主な利用ＯＤ（国道464号を利用する交通の結びつき）

茨 城 県

埼 玉 県

々
交
通
が
16
％

国道464号のOD内訳
（百台/日）

比率

周辺地域（内々） 31 16%

周辺地域⇔成田市 9 5%

外々交通外々交通
2626

（（14%)14%)

延長 9.8km

埼 玉 県

内
外
交
通
が

周辺地域⇔印西市 21 11%

周辺地域⇔栄町 1 1%

千 葉 県
東 京 都

が
70
％

外
々

周辺地域とその他の地域（内外） 134 70%

周辺地域⇔その他県内 97 51%

周辺地域⇔他県 37 19%

内々交通内々交通
3131内外交通内外交通

126

々
交
通
が
14
％

通過交通（外々） 26 14%

合計 191 100%

（（16%16%））
内外交通内外交通

134134
（（70%)70%)

凡 例

内外交通

外々交通

内々交通

（単位 台/ ）

※周辺地域とは、当該事業が通過する地域及び隣接する地域の成田市、印西市、栄町。
※Ｈ１７道路交通センサスの現況ＯＤ調査結果を基に算出。
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外々交通
（単位：百台/日）

周辺地域 ：国道464号周辺の着色市町（成田市、印西市、栄町）
その他地域 ：周辺地域を除く千葉県内
他県 ：千葉県外
通過交通 ：周辺地域内を発着としない交通



３．事業進捗の状況
（１）事業の経緯

平成13年8月 都市再生プロジェクト（都市再生本部）に位置付け

平成17年度 事業化

平成17年12月 環境影響評価書の公告 縦覧 都市計画決定（印西市 成田市）

（ ）事業 経緯

平成17年12月 環境影響評価書の公告・縦覧、都市計画決定（印西市～成田市）

平成18年度 用地、工事着手

平成19年度 都市計画変更決定（印西～成田市押畑）
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平面図
千葉県再評価対象区間

千葉県施行区間 延長4.2km
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縦断図

25,900台/日
- 台/日

34,400台/日
- 台/日

7,736台/日
9,079台/日

凡例 上段：H42計画交通量（台/日)
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凡例 上段：H42計画交通量（台/日)
下段：H17ｾﾝｻｽ平日24時間交通量（台/日）



（２）整備方法

３．事業進捗の状況
（ ）整備方法

■整備方法
・ 一般国道４６４号は県管理国道であり、改築や維持管理は原則として千葉県が行うこととなっているが、
事業の位置づけや早期完成の目標により、成田市区間延長約５．６Ｋｍは、国（国土交通省）が千葉

■権限代行とは

（３）権限代行の理由

県に代わり直轄権限代行として事業を実施。

■権限代行とは
・ 行政機関が法律で決められた権限の行使の一部を他の行政機関に委ねる場合があり、それを「権限の代行」という。

■直轄権限代行とは
道路法第27条に基づき 道路管理者に代わ て国土交通大臣がその権限を行うもの・ 道路法第27条に基づき、道路管理者に代わって国土交通大臣がその権限を行うもの。

■道路事業における直轄権限代行の例
①全国的な幹線道路網整備の観点から特に重要なもの（高規格幹線道路網計画を構成する道路の整備）
②道路の改築工事の規模が著しく大きいとき（県では施工が困難であり、短期集中的に大規模投資を要する事業）
③道路の改築工事が高度の技術を必要とするとき（鉄道との近接、破砕帯を通過するトンネルなど、県では施工が困難

な工事や、新技術の活用が必要とされる事業）
④道路の改築工事が都府県の区域の境界に係わるとき。（境界を挟む都府県区間の同時施工が必要な道路事業）

北千葉道路については、「当初全体事業費が５５９億円と大規模投資を要する事業であること。」「鉄道と

5

の近接施工区間があること。」「N値１未満の特に軟弱な地層が存在する。」ことなどから、成田市側の延
長５．６ｋｍ区間について、国による直轄権限代行とした。



３．事業進捗の状況
（４）周辺状況

・北千葉道路は、成田新高速鉄道と併設されており、主に田畑を通過している。
・周辺には第三次救急医療施設が立地するほか、ニュータウンが形成されている。

（ ）周辺状況

408

（（（（（（（（
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印西市印西市

464

成田市成田市 成田JCT

佐倉市佐倉市

富里市富里市
酒々井町酒々井町 409

写真出典：千葉県 広報資料

西印旛沼
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４．事業の必要性に関する視点
（１）道路ネットワークの強化・アクセス向上（ ）道路ネットワ ク 強化 ク 向

・ 千葉県北西部を東西に結ぶ、４車線以上の道路は現状、東関道のみ。
・ 北千葉道路の整備により、成田空港と柏市のアクセス時間の短縮が図れる。
・ 当該道路の整備により、東西方向の道路ネットワークの強化やアクセス向上が図れる。

■沿道地域の道路網 凡 例

高規格幹線道路等

一般国道柏市（業務核都市）柏市（業務核都市）
東葛地域東葛地域

北千葉道路利用北千葉道路利用 ７０分７０分

現道利用現道利用 １００分１００分

100
120

3030分短縮分短縮

柏市役所～成田空港の所要時間柏市役所～成田空港の所要時間

70

30

60

90

所
要

時
間

（分
）

3030分短縮分短縮

7

千葉県内の東西のルートが脆弱千葉県内の東西のルートが脆弱 0
整備前 整備後

（アクセス時間を大幅に短縮）（アクセス時間を大幅に短縮）



（２）緊急輸送道路ネットワークの強化

４．事業の必要性に関する視点
（ ）緊急輸送道路ネットワ ク 強化

・ 「千葉県地域防災計画」において指定されている緊急輸送道路の一次路線で千葉県北西部の東西
を結ぶ４車路線は、東関道と国道464号の２路線のみであり東西方向の緊急輸送道路が脆弱。

・ 北千葉道路の整備により東西方向の連絡、災害物資の輸送、緊急車両の通行等のためのネットワー
クが強化されている。

【千葉県地域防災計画】※平成21年度修正

災害対策基本法第40条の規定により、千葉
県の地域に係る災害対策の実施に当たり、
防災関係機関がその全機能を発揮して住民
の生命、身体及び財産を災害から保護する

■北千葉道路沿道地域の緊急輸送道路（一次路線） 凡 例

高速道路
４車線
以上

国道
４車線
２車線

主要 ４車線
ための計画。

京葉・東葛地域直下型地震発生時の交通規制図

主要
地方道

４車線
２車線

一般県道
４車線
２車線再評価対象区間

8

出典：千葉県 地域防災計画



４．事業の必要性に関する視点
（３）国道（３）国道464464号（北千葉道路と並行する区間）の交通事故状況号（北千葉道路と並行する区間）の交通事故状況

・ 北千葉道路と並行する区間（鎌苅北交差点～寺台交差点間）の国道464号現道および国道51号の一
部※1には死傷事故率の高い区間がある。

・ 北千葉道路の整備により、国道４６４号現道や国道５１号の交通が北千葉道路に転換することにより交

（ ）国道（ ）国道 号（北千葉道路 並行する区間） 交通事故状況号（北千葉道路 並行する区間） 交通事故状況

通の円滑化が図られ、交通事故の減少が見込まれる。

※1：国道51号 不動橋交差点～寺台交差点間 ※2：日赤成田病院前（国道464号）～不動橋交差点（国道51号）間

千葉県
再評価対象区間

千葉県施行区間 L=4.2km 国施行区間 L=5.6km【自己類型別の死傷事故件数割合】
○北千葉道路並行区間

（国道464号現道+国道51号）
人対車両

千葉県
再評価対象区間

栄町

408
356

7%
2%

20%

8% 1%

人対車両

正面衝突

追突

出会い頭

右左折

その他車両相互

その他

死傷事故件数
（H18～H21）

435件

死傷事故率
712.5件/億台・km

日赤成田病院前
～

不動橋交差点間

印西市

成田市
鎌
苅

境
田

土
屋

寺
台

成田ＪＣＴ
295

日
赤
成

49%13% 追突・出会い頭
事故が約６２%
を占める

苅
北

瀬
戸

宗
吾

不
動
橋

51

【死傷事故率とは】
・死傷事故率（件/台キロ）
＝年間死傷事故件数／走行台キロ

（走行距離×年間交通量）

成
田
病
院
前

9

佐倉市
富里市

酒々井町

吾
霊
堂
前

橋

富里ＩＣ

409

出典：H18～H21交通事故データ



（４）物流の効率化、国際競争力の強化

４．事業の必要性に関する視点
（ ）物流 効率化、国際競争力 強化

・ 成田空港は、世界の空港における貨物取扱量第４位であり、成田空港の年間発着枠は2011年10月
20日に同時平行離着陸方式が始まり２３．５万回/年に増え、2015年３月までに30万回/年になる見
通し。

・ 北千葉道路の整備により、成田空港と首都圏北部・都心部とのアクセス時間の短縮、搬送ルートの拡
大など、物流の効率化、国際競争力の強化を支援する。

・ 北千葉道路は、大都市圏における国際交流、物流機能の強化のため、成田空港アクセスの利便性
向上施策の一つとして 都市再生プロジェクト（都市再生本部 平成13年8月）に位置づけられている向上施策の一つとして、都市再生プロジェクト（都市再生本部、平成13年8月）に位置づけられている。

その他
空港
378t

（ 7% ）

■成田空港の国際航空貨物の輸出入先■成田空港の国際航空貨物の輸出入先 北海道・東北地方
重量の輸出入合計

■国際航空貨物の利用空港■国際航空貨物の利用空港
その他

関西国際
空港

1,392t
（ 24% ）

中部国際

成田
空港

3,702t
（ 64% ）

埼 県 栃木県 群馬県

1010％％0ｔ～30万ｔ

30万ｔ～60万ｔ

60万ｔ以上

⇒日本の国際航空貨物
（輸出入）の総重量ベースで
６割強が成田空港を利用

中部国際
空港
316ｔ

（ 5% ）

出典：H21国際航空貨物動態調査報告書

2500 中部地方

埼玉県・栃木県・群馬県

茨城県

1010％％

1818％％
44％％

1212％％

2020％％

■■ 成田空港における航空貨物取扱量の推移（暦年）成田空港における航空貨物取扱量の推移（暦年）

1000

1500

2000

合計

輸入

輸出

仮陸揚

関西以西

千葉県

東京都

神奈川県

1212％％
1111％％

2020％％
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（５）残工事の概要

４．事業の必要性に関する視点
（ ）残 事 概要

・ 延長約９．８ｋｍの内訳は、約５．６ｋｍが土工、約３．８ｋｍが橋梁、約０．４ｋｍがトンネルである。用地
取得は９９％（Ｈ23.3末）が済んでおり、残りの１％の取得を鋭意進めていく。

・ 橋梁は全１９橋中１８橋で工事中。トンネルは全２本で工事中。

平面図

な
り
た
し
お
し

い
ん
ざ
い
し
わ
か

（
終
点
）
成
田
市
押

（
終
点
）
成
田
市
押

（
起
点
）
印
西
市
若

（
起
点
）
印
西
市
若

成田市松崎から成田市松崎から
印旛沼方面の現況印旛沼方面の現況

千葉県施行区間 L=4.2ｋｍ

千葉県再評価対象区間

し
は
たな

り
た
し

き
た
す
が

は
ぎ

押
畑
押
畑成

田
市
北
須
賀

成
田
市
北
須
賀

若
萩
若
萩

縦断図縦断図縦断図縦断図

11

用地

工事： ４車線
土
工

橋
梁

土工 橋梁 土工 橋梁 土工 橋梁 土工
橋
梁

地盤改良・土工
橋
梁

函
渠

橋梁上部
土
工

函
渠

土
工

凡 例

未着手

工事中・用地取得中

完成済



■事業費増加の要因（国施行区間）

５．費用対効果（事業費変更）

①コスト縮減の取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（▲約1.3億円減額）

②詳細な調査・設計および地元協議等による工法・対策工の変更による見直し・・・・（△約110.3億円増額）

合計 約109億円増額

事業費増加 要因（国施行区間）

合計 約109億円増額

項目 事業変更の要因 減額 備考

①
コスト縮減の 縮減内容

①
コスト縮減の
取り組み

■新技術採用によるコスト縮減の見込み （▲約１．３億円） １．３億円
縮減内容

支承形式変更

合計 １．３億円

項目 事業変更の要因 増額 備考

■現地調査結果
・ 地質調査結果による地盤改良工の追加

２６．６億円
増加内容

地盤改良工変更・増加

■地元要望による道路構造の変更 増加内容

②

詳細な調査・
設計および地
元協議等によ
る工法・対策
工の変更によ

■地元要望による道路構造の変更
・ 盛土構造への変更と地域連絡道路（BOX５箇所）の追加 （△約６．３億円）
・ 構造変更による追加買収 （△約１．７億円）
・ 構造変更による地盤改良工の変更 （△約６１．８億円）

６９．８億円

増加内容
構造変更・追加
用地追加買収
地盤改良工変更・増加

■調整池容量の増加 増加内容②
工の変更によ
る見直し

・ 道路排水に伴う調整池（９箇所）の調整容量増 （△約２．４億円）
・ 調整池追加用地費 （△約０．８億円）

３．２億円 構造規模増
用地追加買収

■鉄道への近接施工対策
・ 仮設土留工の変更および影響遮断工の追加 １０．７億円

増加内容
仮設工法の変更
地盤改良工の追加
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地盤改良工の追加

合計 １１０．３億円



①コスト縮減の取り組み

５．費用対効果（事業費変更）

■■新技術採用新技術採用（（支承形式見直し支承形式見直し））によるコスト縮減によるコスト縮減
・ 従来支承構造から、新技術で安価な支承構造である機能分離型支承構造を採用【約１．３億円縮減】

① スト縮減の取り組み
【約１．３億円縮減】

地震によって生じる水平力、
鉛直力に対して、支承部単
独で抵抗する構造で、大型
化しやすい

地震によって生じる水
平力、鉛直力に対して、
機能を分離することで、
支承を小型化する。

当当 初初 現現 在在
化しやすい。 支承を小型化す 。

主桁

横桁 横桁

主桁

鉛直力支持
水平力支持

上向き力抵抗装置付き松崎集水路橋支承工

地震時反力分散支承構造 ヘッド付アンカ を用いた機能分離型支承構造

下部工
下部工

▲１．３億円減▲１．３億円減

上向き力抵抗装置付き
アンカーバー

松崎集水路橋支承工
（上下線全478基）

地震時反力分散支承構造 ヘッド付アンカーを用いた機能分離型支承構造

【0.8億円】【2.1億円】
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５．費用対効果（事業費変更）
②詳細な調査・設計および地元協議等による工法・対策工の変更による見直し（1）

ⅠⅠ．．現地調査結果現地調査結果
・ 土質調査結果および軟弱地盤部の安定計算等、詳細設計を実施した結果、必要となる地盤改良工の数量・規模

が増加した。【当初：１１．０億円 ⇒ 変更：３７．６億円】

【約２６．６億円増額】

②詳細な調査 設計および地元協議等 よる 法 対策 変更 よる見直し（ ）

例：北須賀地区～船形地区

■平面図■平面図

凡 例
地盤改良工

当初：地盤改良工（2m）■縦断図（土質想定図）■縦断図（土質想定図）

当当 初初

凡例

■縦断図（土質想定図）■縦断図（土質想定図）

現現 在在

粘性土

砂質土

変更：地盤改良工（4m～9m）

現現 在在

当初 変更 備考
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工種 数量 金額(億円) 工種 数量 金額(億円)

地盤改良工(2ｍ) 125,300m3 １１．０ 地盤改良工(4～9m) 332,000m3 ３７．６ 差２６．６（億円）



５．費用対効果（事業費変更）
②詳細な調査・設計および地元協議等による工法・対策工の変更による見直し（２）

ⅡⅡ．．道路構造の変更道路構造の変更
・沿道利用状況を調査した結果、地元から隣接する鉄道と同様に高架構造による地域分断の解消の要望があり、協

議により高盛土構造と横断BOXでの地域分断の解消を行った。道路構造の変更および機能補償道の延長増により
工事費と用地補償費が増加

【約６９．８億円増額】

②詳細な調査 設計および地元協議等による 法 対策 の変更による見直し（ ）

工事費と用地補償費が増加。
① 北千葉道路を盛土構造に変更し地域連絡道路（BOX）を５箇所追加 【 ６．３億円増額】
② 構造変更による追加買収 【 １．７億円増額】
③ 北千葉道路を盛土構造に変更したことに伴う地盤改良工の変更 【６１．８億円増額】

【当初】地盤改良工（深さ２ｍ、２５,６００ｍ２） ⇒ 【現在】地盤改良工（深さ１２．５ｍ、５１,０００ｍ２）

⇒ 本道路構造の変更にともない、H20.2に都市計画変更の告示と環境アセスメントを再度かけている。

W=7m

H=3.8m

当当 初初 現現 在在

八代地区の道路構造の変更

通行不可通行不可 通行可通行可

迂回ルート

機能補償道路

北千葉道路

迂回ルート

機能補償道路

北千葉道路

横断ボックス

機能補償道路

北千葉道路

横断ボックス

機能補償道路

北千葉道路

断 面 図 断 面 図 成田新高速鉄道成田新高速鉄道

横断ボックス（H3.8m×W7.0m）

約２３ｍ

地盤改良工 深さ２ｍ
地盤改良工 深さ１２．５ｍ（平均）

約３８ｍ

横断ボックス（ 3 8 0 ）
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当初 変更 備考

工種 数量 金額(億円) 工種 数量 金額(億円)

地盤改良工(2m) 51,000m3 ６．５ 地盤改良工(12.5m) 637,500m3 ７６．３ 差６９．８（億円）



５．費用対効果（事業費変更）
②詳細な調査・設計および地元協議等による工法・対策工の変更による見直し（３）

ⅢⅢ．調整池の容量増加．調整池の容量増加
・ 土地改良区との協議により、道路排水に伴う調整池（９箇所）の調整容量増【２．４億円】
・ 調整池追加用地費（９箇所）【０．８億円】
⇒ 計画段階では許容放流比流量を千葉県の関係手引きから設定した 事業化後の印旛沼土地改良区との協議の結果 同改良区の

【約３．２億円増額】

②詳細な調査 設計および地元協議等による 法 対策 の変更による見直し（ ）

⇒ 計画段階では許容放流比流量を千葉県の関係手引きから設定した。事業化後の印旛沼土地改良区との協議の結果、同改良区の
農業用水路の現況流下能力の制約から、許容放流比流量を小さく（雨水流出抑制量を増加）する必要が生じ、調整池施設の容量増
加となった。（計画段階：ｑａ＝0.025m3/s/ha※1、協議確認後：ｑａ=0.016m3/s/ha※2）

平面図 平面図

※1．千葉県県土整備部：千葉県における宅地開発等に伴う雨水排水・貯留浸透計画策定の手引，平成16年12月 ※2．：印旛沼土地改良区との協議により

例：船形第一調整池

水田

平面図

当当 初初

水田

平面図

現現 在在

【５．３億円】 【８．５億円】

例：船形第 調整池

北
千
葉
道
路水田

道路排水 北
千
葉
道
路調整池

道路排水

調整池

量

当初
必要調整量 量

増加調整量

水田

Qa=0.057mQa=0.057m33/s/s Qa=0.036mQa=0.036m33/s/s

路水田 路調整池

時間

雨
水

流
出

量 必要調整量

時間
雨

水
流

出
量

協議後
許容放流量Qa=0.036m3/s

水田

許容放流量Qa＝許容放流比流量qa×流域面積A

V=2260mV=2260m33V=1630mV=1630m33

当初
許容放流量Qa=0.057m3/s

位置図

：調整池容量増加対応箇所 16：調整池設置箇所



５．費用対効果（事業費変更）
②詳細な調査・設計および地元協議等による工法・対策工の変更による見直し（４）

ⅣⅣ．鉄道への近接施工対策．鉄道への近接施工対策
・ 当初函渠部は鉄道との一体施工が計画されていたが、道路側一部の用地交渉に時間を要したため、鉄道との一

体施工が不可能となり、近接施工の影響抑制を図る必要が生じた。

【約１０．７億円増額】

②詳細な調査 設計および地元協議等による 法 対策 の変更による見直し（ ）

現現 在在

民地民地

高圧噴射撹拌工
φ2m,L=12m×１05本地中連続壁φ850

(L=145m×2）

親杭横矢板工
（L=145m×2）

民地 民地

当当 初初

例：松崎函渠部

鉄道との鉄道との
分離施工分離施工

鉄道鉄道
((供用中供用中))

(L=145m×2）

道路道路鉄道鉄道1
5
.5

m

道路道路
先行施工先行施工

タイロッド

鉄道との鉄道との
一体施工一体施工

1
5
.5

m

当 初 変 更 備 考

支保工５段＋盛替２段

23.3m

((供用中供用中))

※土留材残置約23.3m

除去式アンカー工（施工後撤去）

先行施工先行施工
未供用未供用 【鉄道側許容変位量】

（供用中）
水平：±3mm
鉛直：±3mm

【鉄道側許容変位量】
（供用前）

水平：±10mm
鉛直：±10mm

工種 数量
金額

（億円）
工種 数量

金額
（億円）

土留工 650m １ ４
土留工

650m ８ ８
壁剛性向上により土留め壁

変形量を小さくするため（親杭横矢板工法、鋼矢板工法）
650m １．４

（地中連続壁工）
650m ８．８ の変形量を小さくするため

切梁・腹起し工 599ｔ ０．６ 切梁・腹起し工 2786ｔ ２．９ 同 上

アンカー・タイロッド工 196箇所 １．０ 高圧噴射撹拌工 220本 ２．０
鉄道側への影響を抑制（変
位伝達の遮断）するため
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箇所 高圧噴射撹拌 本 位伝達の遮断）するため

計 ３．０ 計 １３．７ 差１０．７（億円）



５．費用対効果（事業費変更 県事業）
■事業費増加の要因（千葉県施行区間）■事業費増加の要因（千葉県施行区間）

①コスト縮減の取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（▲約2.9億円減額）

②詳細な調査・設計および地元協議等による工法・対策工の変更による見直し・・・・（△約152.9億円増額）

合計 約150億円増額

事業費増加 要因（千葉県施行区間）事業費増加 要因（千葉県施行区間）

合計 約 億円増額

項目 事業変更の要因 減額 備考

①
コスト縮減の
取り組み

■当初道路と鉄道の橋脚はそれぞれ独立した分離構造としていたが、一体化
を図ることでコスト縮減

２．９億円
縮減内容

印旛沼渡河橋の一体化

合計 ２．９億円

項目 事業変更の要因 増額 備考

■詳細な地質調査による変更 増加内容■詳細な地質調査による変更
・ 地質調査結果による施工方法の変更および構造物の安定化対策 ４１．４億円

増加内容
架設方法の変更
基礎杭長の増加

■関係機関協議 等による変更
・ 工事用道路の整備

増加内容
工事用道路追加

②

詳細な調査・
設計および地
元協議等によ
る工法・対策
工の変更によ

・ 道路構造の変更（平面交差⇒立体交差）
・ 捷水路浚渫の追加
・ 建設発生土流用先の変更

５２．６億円 構造変更
捷水路浚渫工実施
建設発生土運搬費

■調整池容量の増加
・ 道路排水に伴う調整池（１２箇所）の調整容量増 ２ ０億円

増加内容
構造規模増

る見直し
・ 道路排水に伴う調整池（１２箇所）の調整容量増
・ 調整池追加用地費

２．０億円 構造規模増
用地追加買収

■鉄道への近接施工対策
・ 仮設土留工および盛土材の変更

２９．３億円
増加内容

仮設工法・盛土材変更

■環境・景観への配慮 増加内容

18

■環境 景観への配慮
・ 景観配慮による橋梁上部工構造の変更

２７．６億円
増加内容

渡河橋構造の変更

合計 １５２．９億円



総便益総便益(B)(B)

５．費用対効果（計算条件）

■■総便益総便益(B)(B)
道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれについて推計し、
「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。

■■総費用総費用(C)(C)

【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

■計算条件 【参考：新規事業化時（H17）】

基準年次 ：平成23年度 平成16年度・基準年次 ：平成23年度 平成16年度

・供用開始年次 ：平成31年度 平成25年度

・分析対象期間 ：供用後50年間 供用後40年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス 平成11年度道路交通センサス

・交通量の推計時点 ：平成42年度 平成42年度

・計画交通量 ：25,900～34,400（台/日） 24,500～28,800（台/日）

・事業費 ：818億円 559億円

・費用便益比 ：1 8 2 8・費用便益比 ：1.8 2.8
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５．費用対効果

■■事業全体事業全体

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

便益便益((ＢＢ)) 短縮便益 減少便益 減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
1,173億円 193億円 76億円 1,442億円

費用費用((ＣＣ))
事業費 維持管理費 総費用

１ ８費用費用((ＣＣ)) １．８
778億円 5億円 783億円

■■残事業残事業■■残事業残事業

便益便益((ＢＢ))
走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
1 173億円 193億円 76億円 1 442億円1,173億円 193億円 76億円 1,442億円

費用費用((ＣＣ))
事業費 維持管理費 総費用

５．１
275億円 5億円 281億円

基準年：平成23年度

注1）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注2）費用及び便益額は整数止めとする。

注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
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６．事業進捗見込みの視点

・ 平成１３年８月に都市再生プロジェクト（都市再生本部）に位置付けられる。

・ 平成17年12月に環境影響評価書の公告・縦覧、都市計画決定告示（印西～成田市）

・ 平成18年度より用地取得に着手 現在の用地進捗率は99％・ 平成18年度より用地取得に着手。現在の用地進捗率は99％。

・ 平成18年度より工事着手、現在土工・改良、橋梁及びトンネル工事を実施中。

・ 今後も、用地交渉や地元協議を進め、全線４車線完成に向け事業を促進させる。

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
　　　　　　　　　　年度
　項目

■事業の計画から完成までの流れ

都市計画決定 告示

環境アセス
環境影響

評価書

公告・縦覧

測量・調査・設計
測量

地質

地質

設計 設計 設計 設計 設計測量 調査 設計 地質
設計

設計
埋文

設計 設計 設計 設計

設計・用地説明 設計
設計
用地

用地 用地

用地 13% 22% 51% 75% 90% 99% 100%
直轄施行

工事
改良
土工

改良
土工

改良
橋梁

改良
橋梁
函渠

改良
橋梁
函渠

改良
橋梁
函渠

改良
橋梁
函渠

改良
橋梁
函渠

改良
橋梁
函渠

改良
橋梁
函渠

改良
橋梁
舗装

舗装 完成

用地 13% 20% 30% 30% 54% 84% 99% 99% 100%

改良 改良
改良 改良 改良 改良 改良 改良 改良 改良 改良 改良

直轄施行
区間

千葉県
施行区間

工事
改良
土工

改良
土工

土工
橋梁

土工
橋梁

土工
橋梁

土工
橋梁

土工
橋梁

土工
橋梁

土工
橋梁

土工
橋梁

橋梁
舗装

橋梁
舗装

完成

完成
部分供用区間
（L=8.4km）印西市若萩
～成田市松崎

※完成年度は、費用便益比算定上設定した年次である。 21（新規事業化） （今回再評価）



６．事業進捗見込みの視点
○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（１／４：全体）○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（１／４ 全体）

・ 現在の用地取得率は９９％である。
・ 残る用地は機能補償部分であり、全線供用にむけて問題なく、計画的に事業が進められる状況。

松崎高架橋付近（空撮）■■位置図位置図
（
終
点
）

（
終
点
）

成
田
市
押
畑

成
田
市
押
畑成

田
市

成
田
市

（
起
点
）
印
西
市
若

（
起
点
）
印
西
市
若 市

北
須
賀

市
北
須
賀

若
萩
若
萩

松崎跨線橋・成田湯川駅付近■■○○地区用地買収状況○○地区用地買収状況
千葉県施行区間 国施行区間

■■新規事業化時（新規事業化時（H17H17））

松崎跨線橋 成田湯川駅付近■■○○地区用地買収状況○○地区用地買収状況
工事

用地

■■今回評価時（今回評価時（H23H23））

成田湯川駅

千葉県施行区間 国施行区間

工事

用地

北千葉道路

22

凡 例

未着手

工事中・用地取得中

完成済・用地取得済



６．事業進捗見込みの視点
○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（２／４：北須賀・船形地区）

千葉県施行区間
延長約4.2km

千葉県再評価対象区間

○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（２／４ 北須賀 船形地区）

写真

位置①

写真

位置②

①船形地区浅層混合処理

位置①

工事

用地

新規新規
事業化時事業化時

H17H17
②松崎集水路橋付近

工事

用地

凡 例

未着手

工事中・用地取得中

完成済・用地取得済

今回今回
評価時評価時
H23H23

新規評価時以 改良 改良改良

23

降の進捗状況 土工 土工橋梁



６．事業進捗見込みの視点
○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（ ３／４：八代地区）

千葉県施行区間
延長約4.2km

千葉県再評価対象区間

○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（ ３／４ 八代地区）

写真

位置②
写真

位置① 位置②位置①

①八代地区盛土区間

工事

用地

新規新規
事業化時事業化時

H17H17
②頃久保高架橋付近

工事

用地

凡 例

未着手

工事中・用地取得中

完成済・用地取得済

今回今回
評価時評価時
H23H23

新規評価時以 改良 土橋

24

降の進捗状況 函渠 工梁



６．事業進捗見込みの視点
○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（ ４／４：松崎・山口・大谷津地区）

千葉県施行区間
延長約4.2km

千葉県再評価対象区間

○新規評価（Ｈ１7）以降の進捗状況（ ４／４ 松崎 山口 大谷津地区）

写真写真

位置②写真

位置①

①松崎函渠部

工事

用地

新規新規
事業化時事業化時

H17H17 ②松崎高架橋付近

工事

用地

今回今回
評価時評価時
H23H23

新規評価時以
降の進捗状況

改良
橋梁

函
渠

土
工

土
工

橋
梁

改良
土工

土
工

函
渠

土
工
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凡 例

未着手

工事中・用地取得中

完成済・用地取得済

降の進捗状況 橋梁渠工 工梁 工 渠 工



（1）事業の必要性等に関する視点

７．今後の対応方針（原案）
（ ）事業 必要性等 関する視点

・北千葉道路の当該区間は、首都圏北部・都心部等と成田国際空港のアクセス強化を図るなど周辺地域のみならず
首都圏の活性化に寄与する。

・都市再生プロジェクト（第二次）に位置づけられた幹線道路である。
死傷事故率が高い区間の事故の減少が見込まれる

（2）事業進捗の見込みの視点

・死傷事故率が高い区間の事故の減少が見込まれる。
・千葉県北西部の東西方向の連絡、災害物資の輸送、緊急車両の通行等のためのネットワークの強化。
・費用対効果（Ｂ／Ｃ）は、「１．８」である。

（2）事業進捗の見込みの視点

・用地取得率は99％(H23.3末)
・平成18年度から工事に着手し、現在、改良、橋梁及びトンネル工事を実施中。
・引き続き、用地取得、工事を実施し、早期に供用を目指す。

（3）都道府県・政令市からの意見

一般国道４６４号北千葉道路は、成田空港へのアクセス強化や地域経済の活性化に資するとともに、成田市内の
交通渋滞を緩和し 交通の円滑化を図る重要な道路である

（4）対応方針（原案）

交通渋滞を緩和し、交通の円滑化を図る重要な道路である。
また、国施行区間と県施行区間は一体的に整備を進めており、引き続きコスト縮減に努めながら、事業の早期完成

をお願いする。

（4）対応方針（原案）

・事業継続

・北千葉道路は「成田国際空港へのアクセス強化」に資する道路整備として位置づけられ、道路ネットワークの強化、
地域経済の活性化 防災機能の強化にも寄与する事から 事業の必要性・重要性が高く 早期に整備し 効果発現地域経済の活性化、防災機能の強化にも寄与する事から、事業の必要性・重要性が高く、早期に整備し、効果発現
を図ることが重要である。
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